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COVID�19流行下におけるリモートワーク：

その背景と効果

江 夏 幾 多 郎 a

日本におけるリモートワーク普及は，COVID�19流行によって急速に進んだもの

の，他の先進諸国と比べると，そのペースは緩やかである。本論文では，COVID�
19流行下でどのような就労者がリモートワークを利用する傾向にあるか，そして

リモートワークの利用が就労者の心理や行動にどう影響するかについて検討する。

分析の結果，企業の COVID�19対策，就労者のオンラインツールへの慣れ，往復

通勤時間，過去のリモートワーク経験が，COVID�19流行下でのリモートワーク利

用を促すことが示された。次に，COVID�19流行下でのリモートワーク日数は，そ

の後の就労者の就労時間の減少をもたらすものの，孤立感，仕事エンゲージメント，

変化の創出といった，彼らの心理や行動には特段の影響をもたらさない。就労者の

心理や行動は，企業の長期的視野に立った COVID�19対策，職務における自律性・

裁量性，就労者自身の将来目標，自己効力感，エンプロイヤビリティなどによって

より肯定的なものとなる。

キーワード COVID�19，リモートワーク，就労時間，心理的特性，

行動的特性

1 は じ め に

COVID�19の流行は，働き方の変化にも大きな影響を及ぼしている。特に，多くの就労者

がリモートワーク（以下，RW），特に在宅勤務を初めて経験することになった。その多く

が，時々である場合を含め，今日も RWを継続している
1）

。しかし，著者たちによる過去の

調査（江夏他，2020a, 2020b, 2020c），さらには同時期に公表された他の調査結果（例えば

大久保・NIRA総合研究開発機構，2020a, 2020b ; パーソル総合研究所，2020a, 2020b）にあ

るように，RW従事者は就労者全体の 4分の 1程度と，依然として少数派である。

海外の動向に目を配ると，例えば EUでは，COVID�19流行前の RW導入率は10％代前半

と，日本と比べて普及する傾向にあった（Milasi et al., 2020
2）

）。その上，COVID�19流行に
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伴い，40％以上の就労者が少なくとも部分的に RWを実施する（Eurofound, 2020
3）

）など，RW

普及の流れは日本と比べて強い。米国においても，労働省労働統計局（Bureau of Labor Sta-

tistics）のデータに依拠したピュー・リサーチ・センターのレポート（Desilver, 2020）によ

ると，2019年時点で RWを利用する就労者は約 7％にとどまっていた。それが，COVID�19

流行に伴い2020年 5 月には約35％の普及率となり，「揺り戻し」を経た 8月に至っても25％

の水準を維持している（Bureau of Labor Statistics, 2020）。

RWの是非については，長きにわたって学術的～実務的な観点から論じられてきた。諸外

国と比べて日本においては，RWはあまり普及せず，かつ否定的側面がクローズアップされ

る傾向にある。

そこで本論文では，COVID�19流行下でどのような就労者がより多く RWに従事する傾

向にあるか，そして RWへの従事が就労者に何をもたらすかについて検討する。より具体

的には，以下のようなリサーチ・クエスチョンの解明を目指す。

RQ 1: RWに多く従事する就労者にはどのような特徴があるか？

RQ 2: RWに従事することで就労者の労働時間がどう変化するか？

RQ 3: RWへの従事は就労者の就労上の心理や行動とどう関係しているか？

2 先 行 研 究

2. 1 リモートワークの広まり

誰が RWを実施しやすいかについては，一定の偏りがあるようだ。例えば，高学歴であ

ること（Giménez-Nadal et al., 2019 ; Pigini and Staffolani, 2019），配偶者や親と同居してい

ること（Bloom, et al., 2015）が，RWの実施可能性を高める要因として指摘されてきた。2019

年，すなわち COVID�19流行前の日本の就労者を分析対象とした Kawaguchi and Motegi

（2020）によると，ルーティン業務，肉体労働，対人業務に従事する就労者は RWに従事す

る確率が低い。また，成果主義的な，あるいは上司部下間で合意された業務目標に基づく雇

用管理は，就労者の RWの従事確率を高める。また，コンサルタントなど相対的に年収が

高い職業に従事する就労者ほど RWの従事確率が高い。

COVID�19流行下の米国企業を調査対象とした Bartik et al.（2020）によると，企業が RW

を導入する程度は産業によって異なる。特に，教育や所得の水準が高い就労者が多くを占め

る産業ほど，RWが導入されやすい。こうした偏りは，COVID�19流行以前になされた研究

の知見とも一致する。教育や所得の水準が高い就労者を多く抱える企業ほど RWによる生

産性喪失を申告しにくい。また，一旦 RWを導入した企業の 3分の 1以上が，COVID�19

流行が収束した後も RWが定着するとみなしている。
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2.2 リモートワークの有効性

RWの有効性を支持する研究と否定する研究の双方が長きにわたって生み出されてきたが，

以下では，ここ数年で発表されたものを紹介する。

まず，肯定的な影響としては，ワークライフコンフリクトの低下や職務業績の向上（Sher-

man, 2020），さらには離職傾向の低下（Bloom et al., 2015 ; Kröll and Nüesch, 2019）が挙げ

られる。就労者の心理面について言えば，職務満足（Felstead and Henseke, 2017 ; Kröll and

Nüesch, 2019 ; Sherman, 2020），組織コミットメントや仕事関連のウェルビーイング（Fel-

stead and Henseke, 2017），公正感（Lee and Kim, 2018）の向上が期待される。RWの導入

によって，就労者の生活時間配分に関わる裁量性や実施可能性が高まる他，業務プロセスの

見直しや透明化など，いわゆる「働き方改革」が進むのであろう。

Groen et al.（2018）は，働き方が柔軟化する中での統制（コントロール）のあり方につい

て議論している。RW環境下においては通常のトップダウン的でプロセス監視的な統制がよ

り困難になり，就労者のアウトプットに着目した統制がより容易になる。実際，オランダの

ある金融機関に務める就労者を対象とした調査によると，RWを実施している就労者におい

て，RWの利用度
4）

が高いほど，アウトプットに着目した統制が自らに対してなされていると

知覚する傾向にあった。しかし，実際の RW利用実態とは別に，RWを所属企業から許可さ

れること自体が，アウトプットに着目した統制がされていることへの就労者の知覚を弱める

傾向にあった。

RWがもたらす否定的な影響を指摘する研究もある。種々の肯定的影響を指摘した Bloom

et al.（2015）ではあるが，RW継続を希望しない就労者における，家庭環境や社会的孤立に

起因するストレスも，同時に指摘している。同様に，RWの肯定的影響を指摘する Sherman

（2020）も，就労者が同僚からの支援の低下を同時に知覚することを指摘している。また，

RWにより，就労者の業務上の負荷や業務への没頭傾向の極大化の傾向が強まることも指摘

されている（Felstead and Henseke, 2017）。この点は，RWが長時間労働の温床となること

を推測させる。

これらの指摘は，既に述べたような RW推進プロセスで目指されることの実現が不十分

になりかねないこと，より具体的にはオンラインコミュニケーションや権限配分や業務の設

計に十分な注意を払うべきことを意味する。RWにより業務プロセスの統制が行われなくな

る傾向があることが先行研究によって指摘されているが，従業員の業務プロセスにおける

様々な不具合を，彼らを雇用する組織が検出し，取り除くことが，従来以上に求められてい

るといえよう。非対面の状況でも場を共有している感覚や相互信頼のための，メンバーの専

門性や関心を互いに知り，助言を交換できるようなディスカッションボード，あるいは業務

に直接関係しない集団性の形成そのものにも目的をおいたコミュニケーションの有効性も指
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摘される（Breuer et al., 2020 ; Einola and Alvesson, 2019）。

これらの研究は，COVID�19流行の前になされた調査であるが，COVID�19が流行する現

在の経営管理においても有益な示唆を含んでいると考えられる。Baert et al.（2020）による

オランダの就労者を対象とした調査によれば，COVID�19流行下での RW利用が生産性や

ワークライフバランスを向上させる傾向があり，調査協力者の多くが今後も RWを継続し

たいと回答している。もっとも，特に欧米の場合，感染リスク対策という面での RW実施

の緊要性が高いなど，働きやすさや効率性以外の要因が強く作用している可能性に留意すべ

きである。

2.3 なぜ日本の組織でリモートワークが敬遠されるか

すでに見たように，日本における就労者の RW利用の比率は，先進国の中では必ずしも

高くない。就労者の RW利用にもっとも大きな影響を与えるのが，所属企業による導入の

有無についての判断である。

企業が RW導入をためらう理由としては，「情報通信機器の不足」「情報漏洩リスクへの

対応」「依然として残る紙文化，印鑑文化」「社内の労務規定の不備」などといった具体的な

理由のほかに，「適した業務がない」「組織内での理解や合意が取れない」「コミュニケーショ

ンに支障をきたす」といった曖昧な理由もある。これらの曖昧な理由の根底にあるのが，日

本企業が今日に至るまで採用してきた，多分に日本企業に特有な，組織的な意思決定や調整

（コーディネーション）のあり方である（Aoki, 1988 ; 加護野他，1983；Nonaka and Takeuchi,

1995 ; 沼上，2004；沼上他，2007）。

日本企業の多くでは，組織全体や各部門の方針，メンバー間での業務分担，各メンバーの

業務内容の事前規定が曖昧になりがちである。それらの具体化は，実際の業務プロセスにお

けるメンバー個人の判断，メンバー間の情報交換やすり合わせ，メンバーから上位者への具

申を通じ，事後的になされることが多い。メンバー間での水平的なコーディネーション，さ

らには中間管理職による上位者やメンバーの巻き込みおよび仲介の円滑かつ的確な遂行は，

意思決定や調整に関わる人々が埋め込まれた文脈に固有の粘着的な情報，さらには情報とし

て体系化されていない雰囲気・規範・慣習を各メンバーが体得することで，機能的なものと

なる。

日本の職場における「一人前」としての成長には，たんなる KSAs（知識，技術，能力）

の取得のみならず，メンバーシップ（成員性）の獲得，別の言い方をすれば組織社会化とい

う性質が多く含まれている。こういった組織のあり方を組織的に是としてきたことが，個別

業務の内容や業務間の連携のあり方の定式化の遅れ，ひいては RWへの消極的な姿勢を招

いてきた可能性がある。そうした姿勢は，就労者自身のみならず，彼らの管理監督を担う者，
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ひいては雇用する企業によって持たれるものである。つまり，彼らが身を置く職場や組織に

関する要因（環境特性），あるいは就労者の個人特性を考慮に入れずに RW導入の是非を論

じても，十分に意味のある結論には達しないだろう。

3 分 析 枠 組 み

3.1 データセット

本論文で分析対象とするのは，筆者を含む大学所属の研究者チームと株式会社リクルート

ワークス研究所の共同で 2度にわたって行われた調査で得られたデータである。

4月調査は，4月14日から16日の間に実施された。この調査の集計・分析により，COVID�

19の拡大に伴う，就労者を取り巻く仕事・生活環境の変化，就労者と企業の対応，就労者

の心理・行動とそれらの規定要因が明らかにされた（江夏他，2020a ; 2020b）。 7月調査は，

「感染再拡大」の傾向が顕著になってきた 7 月31日から 8月 3 日に行われた。 4月調査で着

目した様々な要因が，緊急事態宣言の発令・解除を経てどのように変化したかを捉えること

を目的としている。さらに， 4月調査終了時点からの COVID�19に関わる環境変化を鑑み

て，調査項目の追加・修正を行なっている。

分析対象は，20～50歳代の日本の就労者で，株式会社インテージに登録するモニタに回答

を依頼した。 4月調査では，性別と世代（10歳刻み）が日本の労働力構成と同じになるよう

な形でサンプルが集められ，最終的なサンプルサイズは4363名であった。 7月調査では彼ら

に再度の回答を依頼し，3341名からの回答を得た（回答率76.58％）。 4月調査と 7月調査の

間で離転職をした者，最小化行動等などによる不適切回答を疑われるものを除く，3073名を

最終的な分析対象とする。一部の設問では明確な回答を拒否することができたため，重回帰

分析の有効サンプルはこの数値を下回る。

3.2 被説明変数

RQ1に関連する RWの 1週間あたりの日数については， 4月調査の結果をもとに，2020

年 4 月時点での実態に着目する。RW日数は，RQ2および RQ3に関連する分析においては，

説明変数となる。

RQ2に関連する就労時間の変化については，実時間に関する 4月調査と 7 月調査の結果

をもとに，2019年と比べた2020年 5 月時点の増減を変数化した。

RQ3に関連して，孤立感（「仕事をしていて，自分は一人ぼっちだと感じることがある」

など 3項目。合成変数の信頼性統計量は0.710），仕事エンゲージメント（「仕事をしている

と活力がみなぎるように感じる」など 3項目。合成変数の信頼性統計量は0.857），変化創出

（「仕事上の新たな挑戦により，実際になんらかの成果を出した」など 3項目。合成変数の信
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頼性統計量は0.835）については， 7月調査の結果を利用した。

3.3 説明変数

RW環境に関してまず着目したのが，RW日数である。これに関し，RQ1～2の解明のた

めに2019年時点の RW日数に，RQ3の解明のために2020年 4 月時点の RW日数に，それぞ

れ着目した。

就労者の職場環境に関し，まず，所属企業の COVID�19対策に着目した。RQ1と RQ2

の解明のため， 4月調査の結果をもとに，目下の COVID�19対策（以下，「企業の COVID�

19対策」）に着目した。具体的には，「COVID�19に対応するための専門の組織・チームの

編成」など 8項目の合成変数である。また，RQ3の解明のため， 7 月調査の結果をもとに，

将来的・長期的な視点も交えた COVID�19対策（以下，「企業のポスト COVID�19対策」）

表 1 基本統計量

変数名 回答数 平均値 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8

1 2019年リモートワーク日数 3073 .446 1.271

2 2020年 4 月リモートワーク日数 3073 .840 1.666 .510**

3 自宅環境_デバイスの共同利用 741 .142 .349 .102** �.092*

4 企業の COVID�19対策 2604 2.899 .848 .023 .169** �.033

5 企業のポスト COVID�19対策 2740 2.950 .838 .038* .113** �.022 .465**

6 職務特性_自律裁量性 3073 3.159 .979 .067** .160** �.106** .197** .137**

7 職務特性_成果水準の他者依存性 3073 2.841 1.046 �.008 .035 .053 .145** .147** .162**

8 職務特性_業務プロセスの他者依存性 3073 3.235 1.005 �.060** �.020 .017 .076** .079** .027 .288**

9 職務特性_役割の明確性 3073 3.733 .913 �.003 .005 �.067 .073** .027 .329** .033 .108**

10 職務特性_成果基準の明確性 3073 2.913 .928 �.003 �.019 �.009 .019 .033 �.074** �.156** �.188**

11 気質_将来目標の明確さ 3073 2.957 .907 .061** .079** .044 .158** .202** .214** .113** .125**

12 気質_個人的信念の強固さ 3073 2.868 .937 �.010 .014 �.039 �.037 �.084** .121** �.038* �.062**

13 心理的資本_自己効力感 3073 3.245 .934 .029 .064** �.015 .138** .132** .261** .075** .109**

14 心理的資本_レジリエンス 3073 3.161 .974 .024 .067** �.041 .171** .178** .266** .052** .060**

15 人的資本_エンプロイヤビリティ 3073 3.214 .812 .039* .084** �.029 .206** .180** .297** .143** .154**

16 人的資本_オンラインツールリテラシー 3073 2.343 1.112 .089** .224** �.059 .224** .183** .202** .140** .072**

17 社会関係資本_ネットワーク 3073 1.933 .664 .086** .076** .017 .121** .177** .071** .080** .114**

18 就労時間の変化（2019年→2020年 5 月） 3073 �.984 3.118 .003 �.040* .022 �.020 �.015 �.047** �.027 �.082**

19 孤立感 3027 2.798 .889 012 .004 .019 �.065** �.014 �.141** .092** .040*

20 仕事エンゲージメント 3073 2.903 .856 .026 .029 .039 .266** .412** .154** .067** .079**

21 変化の創出 3073 2.932 .712 .041* .083** .017 .209** .358** .225** .183** .134**

22 RW対人関係有効性 599 2.449 .724 .124** .070 .000 .050 .255** .000 .041 �.049

23 RW業務有効性 599 2.808 .752 .020 .094* �.026 .143** .256** .102* .039 .007

備考 1：**は 1 ％，*は 5 ％水準で有意。

備考 2：デモグラフィック要因と就業状況については，紙幅の都合のため，割愛した。
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に着目した。具体的には，「今後中長期的に目指すことについて社員向けに明確に発信」な

ど 8項目の合成変数である。それぞれの合成変数の信頼性統計量は，順に0.895，0.906であっ

た。

次に，就労者の職務特性に関し，自律裁量性（ 2項目の合成変数の信頼性統計量は0.704），

成果水準の他者依存性，業務プロセスの他者依存性（ 2項目の合成変数の信頼性統計量は

0.752），役割の明確性，成果基準の明確性に着目した。4月調査の結果をもとに，COVID�19

流行前の実態に着目した。

就労者の個人特性については，まず，気質に関連して，将来目標の明確さ，個人的信念の

強固さに着目した。心理的資本に関連して，自己効力感，レジリエンスに着目した。さらに，

人的資本に関連して，エンプロイヤビリティ（ 2項目の合成変数の信頼性統計量は0.683），

オンラインツールリテラシーに着目した。最後に，社会関係資本に関連して，ネットワーク

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

�.077**

.208** �.019

.070** �.004 .086**

.308** �.063** .457** .098**

.283** �.008 .421** .087** .558**

.320** �.054** .486** .061** .503** .516**

.020 .011 .249** .079** .191** .188** .276**

.074** .015 .168** �.026 .130** .157** .195** .111**

�.064** .019 �.035 �.027 �.041* �.067** �.050** �.022 �.070**

�.303** �.075** �.160** �.113** �.212** �.292** �.255** �.035 �.040* .019

.172** .026 .287** �.050** .279** .260** .279** .107** .158** �.038* �.208**

.114** �.041* .363** .059** .316** .246** .358** .244** .178** �.013 �.057** .416**

�.003 �.015 .183** �.081* .043 .099* .127** .158** .049 .080 �.035 .217** .238**

.129** �.041 .217** .076 .142** .150** .181** .239** .010 �.008 �.134** .269** .357** .569**
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（ 2項目の合成変数の信頼性統計量は0.662）に着目した。職務特性と同様に， 4月調査の結

果をもとに，COVID�19流行前の実態に着目した。

3.4 その他の変数

就労者のデモグラフィック要因に関する統制変数として，年齢，性別，最終学歴，家族構

成（収入のある配偶者の有無，収入のない配偶者の有無，就学中の子女の有無）に着目した。

また，就業状況に関する統制変数として，所属組織の業種，雇用形態，役職の有無，職種，

就労時間
5）

，往復通勤時間に着目した。所属組織の業種と職種については「その他」を基準変

数とした。

3.5 基本統計量

分析で用いる変数の平均値，標準偏差，および変数間の相関について，表 1で示した。変

数間の相関が極めて高い（例えば相関係数の絶対値が0.65以上）組み合わせがいくつかある

が，独立変数（および統制変数）として，同じ分析モデルに同時に投入されることはないた

め，多重共線性に関する大きな問題は生じないと思われる。紙幅の都合のため，統制変数に

関する表記は割愛した
6）

。

4 分 析 結 果

4.1 リモートワークの日数に影響する要因（RQ1）

就労者にとっての個人的あるいは状況的な要因が COVID�19流行下でのリモートワーク

従事日数にどう影響するかを確認する。分析結果を表 2に示した。

まず，職場環境の影響について検討する。所属企業が COVID�19対策に注力するほど，

就労者はより多く RWに従事する。RWには COVID�19感染抑止という機能があることを

踏まえると，この結果は自明であろう。職務特性について言えば，就労者の自律裁量性が高

くなる，あるいは業務プロセスにおける他者依存の程度が低くなるにつれて， 4月時点の

RW従事日数が多くなる。同僚や上司との調整の必要性が小さい職務に対しては，企業もオ

ンライン化を進めやすいのであろう。既にある職務システム全体や個別の職務内容を前提と

して上司部下間のやりとりを通じて設定される，職務遂行上の役割や成果基準の明確性につ

いては，RW日数に影響することはなかった。これらは実際の業務遂行の中で事後的に決定

する面も多いため，RW導入の是非を判断する際の検討対象とはなりにくいのだろう。

次に，個人特性について言えば，就労者のオンラインツールリテラシーが高くなるにつれ

て， 4月時点の RW従事日数が多くなる。こうした就労者は，RWにおける業務上の支障が

生じにくく，所属企業による RW利用の承認を得やすいのだろう。このことは，COVID�19
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流行といった全社会的な事態の中でも，就労者ごとでの個別判断が企業によって行われるこ

とを示唆している。ただし，企業による個別判断の基準としては，就労者の気質，心理的資

本，社会関係資本，RWに直接関係しない人的資本は，含まれない。

4.2 リモートワーク日数が就労時間の変化に及ぼす影響（RQ2）

COVID�19が流行する中で，多くの就労者が RWに従事するようになった。では，COVID�

19流行下での RW日数は，彼らの就労時間にどのような変化を与えるのだろうか。推計結

果（表 3）によると，2020年 4 月時点での RW日数が多いほど，COVID�19流行の前後で

就労時間が短くなる傾向が観察された。

近年，RWが長時間労働の温床となっているという指摘が多くなされる。実際，本論文の

分析サンプルにおいても， 4月時点の RW日数と 5月時点の就労時間の間の正の相関関係

が，統計的に有意な水準で確認された（ 5％水準）。

ただし，そうした指摘を鵜呑みにすべきではない。本研究に先行する調査研究の多くでは，

B 標準誤差

リモートワーク 日数_2019年 .866 .039 ***

職場環境

企業の COVID�19対策 .440 .068 ***

職務特性_自律裁量性 .242 .071 ***

職務特性_成果水準の他者依存性 �.054 .056

職務特性_業務プロセスの他者依存性 �.147 .064 *

職務特性_役割の明確性 �.099 .072

職務特性_成果基準の明確性 �.073 .062

個人特性

気質_将来目標の明確さ �.082 .075

気質_個人的信念の強固さ �.010 .059

心理的資本_自己効力感 .067 .076

心理的資本_レジリエンス �.032 .072

人的資本_エンプロイヤビリティ �.058 .090

人的資本_オンラインツールリテラシー .288 .054 ***

社会関係資本_ネットワーク �.017 .078

サンプルサイズ 2589

－2 対数尤度 3820.285

擬似 R2乗（McFadden） .212

表 2 リモートワーク日数に影響する要因

備考 1：被説明変数は，2020年 4 月時点でのリモートワーク日数。

備考 2：順序ロジット分析を実行。

備考 3：***は0.1％，**は 1 ％，*は 5 ％，＋は10％水準で有意。

備考 4：閾値，デモグラフィック要因と就業状況については，紙幅の都合のため，割愛した。
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就労者の個人特性，職務環境，所属企業属性など，RW以外の要因についての考慮，統制が

十分に行われていない。また，「リモートワークの導入とともに勤務時間は長くなりました

か？」など，因果関係と相関関係の区別が不十分であるのみならず，因果性を回答者に推論

させるように誘導しかねない質問がなされることもある。つまり，たとえ RWと勤務時間

の間に相関関係が見出されたとしても因果関係があるとは限らないのだが，本論文の分析結

果はそのことを裏付けている。

4.3 リモートワーク日数が就労者に及ぼす影響（RQ3）

表 4に見られるように，RW日数の大小が，それ単独で就労者の心理や行動に影響を及ぼ

すという傾向は観察されなかった。RW以上に就労者の心理や行動に影響するのは，就労者

の職場環境や個人特性に関するものであった。

将来的・長期的な視点に立って COVID�19流行への経営上の対応を行なっている企業に

所属する就労者ほど，仕事エンゲージメントが高いのみならず，仕事面での変化を創出する

B 標準誤差

リモートワーク 日数_2019年 �.082 .034 *

職場環境

企業の COVID�19対策 �.060 .067

職務特性_自律裁量性 �.075 .065

職務特性_成果水準の他者依存性 �.051 .057

職務特性_業務プロセスの他者依存性 �.022 .062

職務特性_役割の明確性 �.078 .068

職務特性_成果基準の明確性 �.082 .060

個人特性

気質_将来目標の明確さ �.051 .073

気質_個人的信念の強固さ �.075 .059

心理的資本_自己効力感 .083 .076

心理的資本_レジリエンス �.153 .072 *

人的資本_エンプロイヤビリティ .092 .088

人的資本_オンラインツールリテラシー �.024 .054

社会関係資本_ネットワーク �.113 .082

サンプルサイズ 2589

R2乗 .238

調整済み R2乗 .227

F値 21.530

表 3 リモートワーク日数が就労時間に及ぼす影響

備考 1：被説明変数は，2019年から2020年 5 月にかけた，就労時間の増減。

備考 2：***は0.1％，**は 1 ％，*は 5 ％，＋は10％水準で有意。

備考 3：定数，デモグラフィック要因と就業状況については，紙幅の都合のため，割愛した。
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傾向にある。職務における自律性・裁量性が高い，将来目標を明確に持つ，自己効力感が高

い，あるいは，高いエンプロイヤビリティを有する就労者についても，同様の傾向がある。

また，レジリエンス傾向が強い，あるいは，高いエンプロイヤビリティを有する就労者は，

孤立感を持ちにくいだけでなく，仕事エンゲージメントを高める傾向がある。こうした状況

要因や個人要因を有する就労者は，COVID�19流行にも順応しやすいと言えるだろう。

就労者にとっての好ましさという面で相反する影響を及ぼす要因もある。例えば，レジリ

エンスが高い就労者ほど，孤立感を低く持ちつつも，仕事面での変化の創出をためらいがち

である。こうした就労者は，仕事の進め方や捉え方をあえて変えなくても，COVID�19流行

という状況に適応できてしまうのかもしれない。また，周囲への同調を犠牲にしてまでも自

分の信念を貫こうとする就労者ほど，孤立感のみならず，仕事エンゲージメントを低く持つ

傾向がある。他者への心理的依存が少ないことが，職務状況そのものへの距離感にも繋がる

のだろう。反面，周囲への同調を優先する就労者ほど孤立感を抱きやすいということは，現

被説明変数： 孤立感 仕事エンゲージメント 変化の創出

B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差

リモートワーク 日数_2020年 4 月 .009 .010 �.016 .009 † .003 .008

職場環境

企業のポスト COVID�19対策 .013 .019 .346 .017 *** .229 .016 ***

職務特性_自律裁量性 �.005 .019 .034 .017 * .055 .015 ***

職務特性_成果水準の他者依存性 .070 .016 *** �.013 .014 .036 .013 **

職務特性_業務プロセスの他者依存性 .034 .017 † .018 .016 .015 .014

職務特性_役割の明確性 �.199 .019 *** .031 .017 † �.030 .016 †

職務特性_成果基準の明確性 �.079 .017 *** .027 .016 † �.018 .014

個人特性

気質_将来目標の明確さ �.024 .021 .102 .019 *** .107 .017 ***

気質_個人的信念の強固さ �.048 .017 ** �.045 .015 ** .028 .014 *

心理的資本_自己効力感 .008 .022 .077 .019 *** .083 .018 ***

心理的資本_レジリエンス �.130 .021 *** .038 .019 * �.044 .017 **

人的資本_エンプロイヤビリティ �.120 .026 *** .053 .023 * .130 .021 ***

人的資本_オンラインツールリテラシー .006 .015 �.005 .014 .031 .013 *

社会関係資本_ネットワーク �.018 .024 .076 .022 *** .035 .020 †

サンプルサイズ 2690 2722 2722

R2乗 .204 .277 .248

調整済み R2乗 .193 .267 .237

F値 18.373 27.773 23.900

表 4 リモートワーク日数が就労者の心理や行動に及ぼす影響

備考 1：***は0.1％，**は 1 ％，*は 5 ％，†は10％水準で有意。

備考 2：定数，デモグラフィック要因と就業状況については，紙幅の都合のため，割愛した。
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在の職場の多くが人間関係上の希薄さとともにあることを含意している。

就労者本人のみならず彼らを雇用する企業にとっても望ましい心理や行動を培うため，

様々な背景要因を組み合わせて「弱み」を補完する必要がある。

COVID�19が流行する状況に適応している程度を示す就労者の就労上の心理や行動に対し，

職場環境や個人特性に関する要因の多くが影響することが確認された。そこで以下では，

RWに従事している就労者と従事していない就労者の間での，状況への適応を促す要因の違

いについて検討したい（表 5）。

まず，孤立感は，RW従事者においては業務プロセスにおける他者依存性によって高まる

反面，RW非従事者においては成果水準における他者依存性によって高まる。現時点の就労

者の RWへの慣れを前提とした場合，RWへの移行によって同僚との連携が取りにくくなる

のかもしれない。また，昨今の職場では，概して同僚との連携が十分に取れる状況にない可

能性がある。この場合，成果を出すために同僚との連携が求められる職務に従事する就労者

ほど，現状の不十分さから孤立感を抱きやすくなる。ただし，RWに従事する状況では，上

述のような就労者の不慣れから，同僚との連携が職務の成否を左右しないような状況でも孤

立感が抱かれるのだろう
7）

。同様に，同僚との連携が十分に取れない状況では，自分の信念よ

りも周囲への同調を重んじる就労者ほど同僚との接触を重視し孤立感を抱きやすくなるが，

RWに従事する状況では，自らの信念を優先する就労者も，そうでない就労者と同程度に同

僚との接触を重視せざるをえないのだろう。

仕事エンゲージメントは，RW非従事者のみにおいて，職務における自律性・裁量性に

よって高められる。このことも，現時点の RW従事者の多くが RWに十分に慣れていない

ことにより，自律性・裁量性のメリットを活かしきれていないことを推測させる。自己効力

感やエンプロイヤビリティの「メリット」が RW従事者において生じないことについても，

同様の背景から理解できよう。自分の信念を優先する就労者ほど仕事エンゲージメントを感

じにくい全体傾向についても，RW従事者には表れなかった。全体傾向は，現在の日本の職

場において自己の信念を貫くことの困難さを推測させるものであるが，RWという「非日常」

においては，そうした困難さが周囲に同調しがちな就労者にも共有されることを物語ってい

る。反面，RW従事者のみにおいて，成果基準が不明確であることが仕事エンゲージメント

を低める傾向が見出された。RW状況に就労者が適応するためにこそ，彼らの職務上の成果

について具体的にイメージできていることが必要となる。

変化の創出は，RW非従事者のみにおいて，職務における自律性・裁量性によって高めら

れる。このことも，現時点の RW従事者の多くが RWに十分に慣れていないことにより，

自律性・裁量性のメリットを活かしきれていないことを推測させる。また，他者次第で職務

遂行の結果が左右する状況の中で仕事の進め方や捉え方を見直してゆかなければならないの

国民経済雑誌 第223巻第 5号82



被説明変数： 孤立感 仕事エンゲージメント 変化の創出

B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差

職場環境

企業のポスト COVID�19対策 �.025 .041 .338 .036 *** .212 .032 ***

職務特性_自律裁量性 .034 .046 �.015 .040 .007 .036

職務特性_成果水準の他者依存性 .041 .035 .004 .030 .029 .027

職務特性_業務プロセスの他者依存性 .078 .037 * .051 .032 .002 .029

職務特性_役割の明確性 �.170 .044 *** .029 .038 �.024 .034

職務特性_成果基準の明確性 �.097 .036 ** .079 .031 * �.015 .028

個人特性

気質_将来目標の明確さ �.048 .045 .172 .039 *** .151 .035 ***

気質_個人的信念の強固さ �.010 .037 �.019 .032 .092 .029 **

心理的資本_自己効力感 �.011 .046 .031 .040 .125 .036 ***

心理的資本_レジリエンス �.141 .044 ** .062 .038 �.103 .035 **

人的資本_エンプロイヤビリティ �.152 .054 ** .017 .047 .131 .042 **

人的資本_オンラインツールリテラシー .002 .034 �.004 .030 .057 .027 *

社会関係資本_ネットワーク .005 .046 .100 .040 * .052 .036

サンプルサイズ 663 673 673

R2乗 .228 .306 .272

調整済み R2乗 .184 .267 .231

F値 5.135 7.782 6.601

被説明変数： 孤立感 仕事エンゲージメント 変化の創出

B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差

職場環境

企業のポスト COVID�19対策 .028 .022 .348 .020 *** .236 .018 ***

職務特性_自律裁量性 �.014 .021 .044 .019 * .062 .017 ***

職務特性_成果水準の他者依存性 .080 .018 *** �.016 .017 .039 .015 **

職務特性_業務プロセスの他者依存性 .017 .020 .011 .018 .022 .016

職務特性_役割の明確性 �.203 .022 *** .032 .020 �.033 .018 †

職務特性_成果基準の明確性 �.073 .020 *** .009 .018 �.025 .016

個人特性

気質_将来目標の明確さ �.020 .024 .085 .022 *** .096 .020 ***

気質_個人的信念の強固さ �.057 .020 ** �.050 .018 ** .008 .016

心理的資本_自己効力感 .016 .025 .085 .022 *** .071 .020 ***

心理的資本_レジリエンス �.130 .024 *** .035 .021 �.029 .019

人的資本_エンプロイヤビリティ �.112 .030 *** .068 .027 * .128 .024 ***

人的資本_オンラインツールリテラシー .006 .018 �.005 .016 .027 .014 †

社会関係資本_ネットワーク �.026 .029 .063 .026 * .026 .024

サンプルサイズ 2027 2049 2049

R2乗 .207 .282 .250

調整済み R2乗 .192 .270 .237

F値 14.392 21.993 18.634

表 5 リモートワークの有無に応じた職務影響や個人特性の影響の違い

【リモートワーク従事者】

備考 1：***は0.1％，**は 1 ％，*は 5 ％，†は10％水準で有意。

備考 2：定数，デモグラフィック要因と就業状況については，紙幅の都合のため，割愛した。

【リモートワーク非従事者】

備考 1：***は0.1％，**は 1 ％，*は 5 ％，†は10％水準で有意。

備考 2：定数，デモグラフィック要因と就業状況については，紙幅の都合のため，割愛した。
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は，RW従事者にとってこそより切実であると推察されるが，彼らにおいてこそ変化は創出

されにくかった。このことも，多くの就労者にとっての RWの困難さ，不自然さを物語っ

ていると言えよう。反面，自分の信念を優先する就労者ほど仕事面での変化を創出するとい

う全体傾向は，RW従事者のみにおいて見出された。このことは，就労者の強い信念は，と

きと場合に応じて，職務遂行上の変革にも現状維持にも作用することがある，という可能性

を示す。レジリエンスの低さが変化創出を促す傾向が RW従事者のみに見出された点は，

大きな変化に直面する彼らが「じっと我慢している場合ではない」といった状況把握を行

なっていることを推察させる。

これまでの分析から，COVID�19流行下の就労者の職務上の心理や行動に影響するのは，

RWに従事する日数そのものではなく，COVID�19以前からの職務特性や個人特性，あるい

は COVID�19が流行する中でも所属企業が持つ経営上の視点の包括性，徹底性であった。

このことは，組織開発や人材開発といった企業経営や人事管理における事柄に，COVID�19

流行以前から取り組めていた企業こそが，昨今のような状況においても，就労者と良好な関

係を築き，活用できているということを示唆する。身も蓋もない結論かもしれないが，

COVID�19流行という突発的な事態に右往左往することの無意味さが改めて確認できた。

また，職務遂行過程における独立性を増すことで就労者が孤立感を抑制される，職務上の

成果基準を明確にすることで就労者の仕事エンゲージメントが高まる，自らの信念を優先す

る就労者が職務上の変化を創出する，といった，RW従事者に特有の傾向も見出された。こ

のことは，RW従事者に企業としてどのような支援を行うべきか，どのような就労者に RW

に従事してもらうべきかを考える際のヒントとなろう。

5 本論文の含意

COVID�19流行初期（2020年 4 月まで）の段階では，RWが「働き方の一つの選択肢」さ

らには「基本的な働き方」となった就労者も少なくないものの，その広がりは限定的であっ

た。多くの就労者や彼らを雇用する企業が，「この仕事はリモートワークに向かない」，「リ

モートワークによって失われるものが多い」と考えている。彼らにとっての RWは，緊急

事態で従来の働き方ができなくなった時の，使い勝手が悪い一時凌ぎの策なのである。

本論文の分析結果から明らかになるのは，RWの是非についての一般論は存在しないとい

うことである。確かにそれは，就労時間の短縮化には貢献する。ただし，就労の質的側面，

特に業務遂行や人間関係の円滑化，仕事エンゲージメントには特段の影響を及ぼさなかった

のである。

RW以上に就労者の心理や行動に影響するのは，COVID�19が流行する状況への所属企業

の対応，そして COVID�19流行以前からの職務環境や個人特性であった。特に，COVID�19
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流行収束後を見据えた経営上の対応を行なう，就労者の職務における自律性・裁量性を高め

るといった組織管理は積極的に行うべきである。また，就労者個人において，自身の将来目

標を明確に持つ，自己効力感が高い，高いエンプロイヤビリティを有する，あるいは，社内

外に豊富なネットワークを有する，といったことを醸成するため，採用や育成を中心とした，

積極的な人事管理が求められる。

多くの日本企業にとって，こういった指摘は耳が痛い話かもしれない。COVID�19対応以

外の上述の事柄については，「失われた30年」とも呼ばれる日本経済が長期的に停滞した平

成期に，経営管理や人事管理における課題として指摘され続けたことである。

COVID�19への感染リスクを避けるため，企業は従業員に対する RWの機会提供を，よ

り積極的に行うべきであろう。しかし，企業経営という観点から見ると，それだけでは不十

分である。COVID�19対策の傍で，日本企業の経営管理や人事管理における「宿痾」とでも

いうべき事柄を疎かにすべきではない。パンデミックという非常事態においては，長きにわ

たって培われ，企業経営を支えてきた職場の業務プロセスや従業員個人の特性の維持向上，

あるいは更新のため，特別な配慮が求められる。こういう事態だからこそなかなか注意が行

き届かないのであるが，それでもなおそこに注意を向けられるかどうかが，就労者の働きや

すさや働きがい，そして就労者や彼らを雇用する企業組織の成果を大きく左右しうることを，

本論文の分析結果は含意している。

情報技術が進展する中，その最先端を取り込んだ RW手法によって，あるいは組織一丸

となってそうした手法を我が物にしようとするプロセスによって，オンライン上でのコミュ

ニケーションの効率化や濃密化，オンラインとオフラインの補完性の確保は，必ずしも不可

能なものではなくなってきている。しかし，そうした新たな取り組みに向かうための余裕や

判断基準を，多くの日本企業やそこで働く就労者が持てずにいるようだ。COVID�19流行に

伴い急に脚光を浴びた RWではあるが，日本全体の傾向としての就労者にとっての是非を

断じるには，まだ時期尚早なのかもしれない。

注

1）佐藤（2012）は RW（著作中ではテレワーク）について，労働空間（自宅～自宅外）と雇用形

態（雇用型～非雇用型）という 2つの軸に着目し，（1）在宅勤務型（自宅・雇用型），（2）モバイ

ルワーク型（自宅外・雇用型），（3）在宅ワーク型（自宅・非雇用型），（4）自営モバイルワーク

型（自宅外・非雇用型），に区分している。本論文では，外出等での制限が少なくない COVID�19
流行下の雇用者に着目した分析を行っているため，検討対象の大半が（1）に該当すると考えられ

る。

2）部分的な RWも含む。

3）調査時期は2020年 4 月である。
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4）全体の就労時間における，RW利用時間の比率。

5）RQ1と RQ2解明のためのモデルにおいては2019年時点の，RQ3解明のためのモデルにおい

ては2020年 4 月時点のものに着目した。

6）回答数，平均値，標準偏差についての情報は，江夏他（2020c）にある。

7）もっとも，RW従事者における，職務の結果における他者依存性の非標準化回帰係数は0.041

であった。サンプルサイズが RW非従事者と同等であった場合，孤立感に対する他者依存性の

影響は統計的に有意なものとなり，RW非従事者と同様の結果になった可能性がある。
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